
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 3年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人墓込:環境マネジメントエ学センター

1 事業の成果

平成 18年に法人が成立し、令和 3年度は 16期 目の活動の年であった。

令和 4年 3月 31日 末現在の会員は総数 10名 である。

当方人の事業としては、特定非営利活動に係る事業として、

1.情報収集・提供事業

2.研究開発事業

3.普及啓発事業

4。 人材育成事業

5。 その他本センターの目的を達成するために必要な事業が定款に掲げられている。

このうち、情報収集・提供事業については中断後、再度立ち上げに努力してきたが、残念ながらその

ための財源確保が困難であり、今日まで実現していない。

人材育成事業では、令和元年度まで JFEスチール株式会社から寄付金をいただき、それを東京大

学大学院工学研究科マテリアル専攻の大学院生の海外での研究発表のための渡航資金支援資金として

支出してきたが、令和 2年度以降は新型コロナ感染症の影響もあり、寄付金収入が得られなくなった

ため、支出を中止 している状況にある。

これら事情により、令和 3年度においては、研究開発事業及び普及啓発事業に重点を置いて活動 した。

普及啓発事業では、川崎地区での環境マネジメン トエ学手法の普及啓発事業を一般社団法人サステ

ナブル経営推進機構と協力して行った。

研究開発事業では、これまでに実施 した戦略的基盤技術高度化支援事業に係る研究開発プロジェク

トについて、東北及び関東経済産業局からフォローアップ調査の依頼があったのでプロジェク ト関係

企業と連携を取り、報告書をまとめ、これらを各経済産業局へ報告 した。

なお、その他本センターの目的を達成するために必要な事業については実施できなかった。

以上の事業を通じて、東京大学において研究が進展 している環境マネジメン トエ学手法を応用して、

社会経済の広範な分野で環境と経済の両立のための問題解決を図ろうとする当センターの役割を果た

すことができた。

引き続き、環境マネジメン トエ学手法の研究の深化に努め、当手法が環境と経済の両立を図る有効

な手法であり、技術開発とともに地球環境問題等グローバルな課題から地域の環境問題等身の回りの

環境問題まで広範な問題に対する手段として有用なものであることを幅広く産業界、学界を始め、自

治体、各種コミュニティなど関係方面へ普及 していくことに努めることとする。

以上が令和 3年度における当センターの実施事業の状況である。活動に必要な財源確保も含めて今

後のさらなる事業展開に向けて新たな活動を企画立案 し、併せて収益源の開拓に努めていきたい。



2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【2,734】 千円)

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【0】 千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日日寺 場所
従事者
人数

受盗
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千 円)

環境 マネ ジメ

ン トエ学 に関

す る 情 報 収

集・提供事業

な し 4月 か ら

3月 まで

東京都文

京区

0人 産業 界 、

学 界 の 多

数
0人

0

環境 マネ ジメ

ン トエ学 に関

す る研 究開発

事業

な し 4月 か ら

3月 まで

東京都文

京区

3人 産業 界 、

学 界 の 多

数
50人

0

環境 マネ ジメ

ン トエ学 に関

す る普及啓発

事業

川崎地区での環境マネジメ

ン トエ学手法の普及啓発事

業を一般社団法人サステナ

ブル経営推進機構 と協力し

て行った。

4月 か ら

3月 まで

東京都文

京区及び

神奈川県

川崎市

0人 産業界、

学界の多

数
50人

2,734

環境 マネ ジメ

ン トエ学 に関

す る人材育成

事業

JFEス チールからの令和

3年 度の寄付金収入 はな

く、海外渡航も実績がなか

った。

4月 か ら

3月 まで

東京都 文

京区

3人 東京大学

大学院工

学系研究

科院生

0人

0

環境マネ ジメ

ン トエ学 に関

す る大学 の技

術成果 の移転

事業

な し 4月 か ら

3月 まで

東京都文

京区

0人 産 業 界 、

学 界 の多

数 0人

0

その他本セ ン

ター の 目的 を

達成す るため

に必要な事業

な し 0

定款に記載
された
事業名

事業内容 日日寺 場所
従事者
人数

事業費
(千 円)

な し



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 活動計算書 (その他事業がない場合)

特定非営利

事 業 報 告 用

人 マネジメント センター

01

成事業業収益

0

3,300,000
0

研究開発事業収益
普及啓発業業収益

当

役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

128,6801

1,840,000‐

3,374
74,0271

1,4701

2 71

交通費
い報酬

旅

支払

687,166

通信費
消耗品費
支払手数料

水道光熱費
通信費
図書費
旅費交通費
会議費
支払手数料

3,677
0

0

0

0

26,950
1,100

注 _ _400,Oo聟_

||‐      431.‐ 72‐ 7.             1

3.166444‐

A B

固
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||1給料手当
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可
‐‥
ｏ
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人東大環境マネジメン トエ学センター

3,257,239
3,300,0001

01

未収金
棚卸資産

ソフ トウェア

借地権

敷金
長期貸付金

【A】 資 産 合 計 ①十② 6,557,239

2,700,0001

400,000
0

入

未払金

預 り金

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 6,557,239

什器備品

長期借入金
退職給付引当金



28

令和 3年度  計算書類の注記

特定非営利活動法人東大環境マネジメン トエ学センター

1.重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2011年 11月 20日 一部改正 NPO法人会計基準協議会)

によっています。
・ )固定資産の減価償却の方法

固定資産は保有しておりません

(2)引 当金の計上基準

引当金は計上 してお りません。

(3)施設の提供等の物的サー ビスを受けた場合の会計処理

該当事例はあ りません。

4)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税込方式によっています。

2.事業別損益の状況

3.施設の提供等の物的サー ビスの受入の内訳
し

科 目
情報収集提
供事業

研究開発
事業

普及啓発
事業

人材育成
事業

事業部門計 管理部門 合 計

0

0

0

3,300,000
0

0

0

0

3,300,000
0

0

0

0

3,300,000
39

3,300,000 3,300,000 39 3,300,039
０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

0

128,680

1,470

1,840,000

687,166
77,401

０

０

０

０

０

0

128,680

1,470

1,840,000

687,166
77,401

0

0

100

0

0

0

0

128,680

2,570
1,840,000

687,166
508,028

2,734,717 2,734,717 431,727 3,166,444
2,734,717 2,734,717 431,727 3,166,444

565,283 565,283 △  431,688 133,595

I 経常収益
1受取会費
2受取寄附金
3受取助成金等
4事業収益
5そ の他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
り 人件費

給料手当

法定福利費
福利厚生費
人件費計

2)そ の他経費
旅費 (渡航支援 )

旅費 (そ の他 )

支払手数料
支払報酬

会議費
上記以外の経費
その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

金 額 算定方法内容



4.使途等が制約 された寄附金等の内訳
使途等が制約 された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は該当するものがありません。
当法人の正味財産は3,457,239円 ですが、使途が特定されるものはありません。
したがって使途が制約 されていない正味財産は3,457,239円 です。

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残 高 備 考

合 計

取 得 減 少 期末取得価額 減価償却累計額科 目

有形固定資産

車両運搬具
工具機械器具

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

出資金

合計

5.固定資産の増減内訳
な し

6.借入金の増減内訳

7.役員及びその近親者 との取引の内容

役員及びその近親者 との取引は以下の通 りです。

8そ の他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事
.項

。 事業費 と管理費の按分方法
各事業の経費及び事業費 と管理費に共通する経費の うち、旅費交通費、支払報酬、外注費、会議費及び賃借料については
費用の事業区分に対応 して按分 してお ります。

その他の事業に係 る資産の状況
その他の事業に係 る資産は保有 してお りません。

科 目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高
2,700,000 2,700,000

2,700,000 2,700,000合 計

内役員及び近親者 との取引科 目
計算書類に計上された金

額

(活動計算書 )

活動計算書計

(貸借対照表 )

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 財産目録

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人東大環境マネジメン ンター

3,257,239

3,300,000

3,300,000‐

販売用寄附物品

25.

223,905
2,445,446

587,888

未収金
事業未収金

事業用車両

0

)SU =>

○○市事業所

ol
Ｉ
Ｌ
‐―

―

ソフ トウェア
オペレーションシステム

文書編集 ソフ ト

敷金
○○市事業所

【A】 資 産 合 計 ①+② 6.557

400,000

2,700,0001    2,700,000短期借入金

源泉徴収税
預 り

01

0

400,000

給与分
社会保険料分
外注費分

―
―
―
―
―
十

銀行借入金

0

0職 員

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 0    3,100,000

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 一 【B-1】

産資
一午

″
一棚

'現

金

:膊拿行新
堀姜薯喜橿彊塞・  み ,ぃハ ,.

|

|:||:|||■ 11

一
一
　

一丁一縫
�

一貸

Ⅸ

一期

＜

一長 01



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 3年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並び
にこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人東 マネジメン トエ学センター

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

阪l以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

[」各役員について、親族の規定に違反 していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該 当者のみに記入)

氏    名

1
監 事

コジマ アキラ 令和3年4月 1日

令和4年 3月 31日

年  月  日

年  月  日小島 彰

，

“

/~ヽ

Ч :事 監 事

モリタ カズキ
令和3年 4月 1日

令和4年 3月 31日

年  月  日

年  月  日森田 一樹

3
/~ヽ
電 芽・監事

ホシノ タケオ 令和3年4月 1日

令和4年 3月 31日

年  月  日

年   月   日星野 岳雄

4 理事・0 アダチヨシヒロ 令和3年4月 1日

令和4年3月 31日

年 月

月

日

日足立 芳寛

5 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年

年

月   日

月   日

6 理事・監事

年  月  日

月年 日

年  月  日

年  月  日

7 理事・監事

年

年

月   日

月    日

年

年

月

月

日

日

8 理事・監事

年  月  日

年 月 日

年  月  日

年  月  日

Ｏ

υ 理事・監事

年

年

月 日

日月

年  月  日

年  月  日

10 理事・監事

年

年

月   日

月   日

年   月   日

年   月   日



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人東大環 マネジメントエ学センター

氏    名

小島 彰

2 足立 芳寛

3 森田 一樹

4 岡部 徹

5 榎  学

6 井上 純哉

7

8

阿部 英司

醍醐 市朗

9 星野 岳穂

10 佐藤 麻子

11

12


